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研究成果の概要（和文）：途上国の中で新興国へと成長したのは、グローバル経済に深く参加した国々である。
中でも経済成長率が継続的に高いのは、製造業のグローバル生産ネットワークへの参加によって成長を遂げてき
た国々である。しかし、これらの国は、常に地場企業や労働者の技術革新能力の向上をはからなければ「中所得
国の罠」に陥る恐れがある。さらに急速な経済成長に由来する社会的格差の拡大に対処するために、社会福祉制
度を構築する必要にも迫られている。これらの課題に対処するには、様々なプレーヤーの利害を政治的に調整す
る必要があるが、既得権益層の抵抗やポピュリズム政治の行きすぎなどのために、政治的に不安定化する国が増
えている。

研究成果の概要（英文）：Emerging-economy states have the common feature that they have attained a 
high economic growth by participating in global economic activities. The economies that are deeply 
integrated into global production networks of manufacturing industries have achieved especially 
noticeable performance. However, these economies need to constantly improve technological 
capabilities of local firms and workers to avoid falling into the “middle-income trap.” In 
addition, these states must respond to social demand of better welfare systems to cope with social 
disparity. Such economic and social challenges need political intervention to coordinate interests 
among market players and between market and non-market players. However, due to resistances by 
vested interests and the excess of populist mobilization, political stability has been lost in many 
emerging-economy states.

研究分野： 政治学
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１．研究開始当初の背景 

（１）先進工業国との対比で、いわゆる新興国

の急成長が注目されているが、途上国の中でな

ぜ特定の国々が成長著しい「新興国」になって

きたのか、また新興国は、このまま先進国の地

位に達するのか—という問題について、体系的

な研究がなされたことはなかった。1997-98 年

経済危機以前の東アジア諸国の成長について

は、開発国家論とその批判・修正を試みた研究

があるが、危機を契機に東アジア経済は crony 

capitalism だとの批判を受け、危機以後アジア経

済が V 字型回復を遂げたにもかかわらず、危機

以前と以後の成長メカニズムに本質的な変化

があったのかについての分析は不十分なまま

残されていた。東アジア以外の地域の新興国に

ついては、ブラジル、インド、中国などについ

て個別の研究はあるが、東アジア諸国との体系

的な分析はなかった。 

（２）他方で、東アジア新興国がこのまま成長

を続けていくことができるのかという視点で

の分析は、活発におこなわれて始めていた。例

えば、新興国が「中所得国の罠」と呼ばれる成

長の限界に達しつつあるのではないかという

懸念に関して、東南アジア諸国や中国について

の研究があり、産業アップグレードのための教

育改革、産学協同、産業組織の改革などが罠を

回避する手段として提案されていた。他方、経

済成長にともなう社会的格差の拡大や、それに

対処するための社会福祉制度の整備という分

野でも研究が進み始めていた。 

（３）しかし、経済的発展や社会問題の解決は、

様々な市場プレーヤー同士、あるいは市場プレ

ーヤーと非市場プレーヤーの間の利害調整が

不可欠であり、政治の役割を無視しては理解す

ることはできない。これまでの研究は，途上国

が新興国になってきた経済的要因や、それに由

来する諸問題を個別に研究することが中心で

あり、経済・社会・政治を一体のものとして分

析する視点が欠けていた。「新興国」は、途上

国から先進国への発展過程の一段階というだ

けではすまされない、固有の政治的・社会的問

題を抱える学際的な研究領域として成り立つ

ことが期待された。 

 

２．研究の目的 

（１）本研究は現代の新興国ないし急速に新興

国になりつつあると思われる国々に着目して、

①途上国の中で特定の国々が成長著しい「新興

国」になってきたのはなぜなのか、②新興国が

先進国の地位を獲得する上で直面する課題は

何か、という２つの研究課題を、経済発展には

社会的・政治的利害の調整が不可欠だというポ

リティカル・エコノミーの視点を中心に据えて

分析することで、新興国研究という独自領域を

確立することを目的とした。 

（２）①については、そもそも経済発展に必要

な長期的投資を可能にする政治的安定がいか

に達成されたのか、また政府が経済活動に介入

する場合、輸出競争力を失わせるような非効率

を避けることができたのはなぜか、②について

は、民主化が進んだり、社会的異議申し立てが

頻繁に起こったりする状況の中で、企業内の技

術者・管理者・労働者の協働を進めたり、産業

内で上流部門・下流部門の調整を行ったり、技

術人材育成や産業構造改善のためにより多く

の政府予算を振り向けたり、市場の強者と弱者

の間の利害を調整したりする努力がどのよう

に行われてきたかが調査研究の目的であった。 

 

３．研究の方法 

（１）２つの研究課題について、研究参加者が

分担して個別の国の事例を詳細に分析した。そ

の際には、既存の文献を渉猟するとともに、政

治的開放化が進む中で、経済的・社会的課題が

どのような政治過程を経て調整されてきたの

かを、現地調査によって調べる。その上で研究

集会において新興国の経験を深く比較し合い、

新興国としての共通性と多様性を体系的に抽

出することを試みた。研究分担者は研究会で得

た他国についての知見を参考にして、自分が担

当する国の事例が「新興国」発展という全体像

の中で、どのような地位を占めるのかを考え、

不足する情報が何かを確認した上で、さらなる

文献調査・現地調査を進めた。 

（２）経済・社会・政治についての総合的な新

興国研究をめざすために、経済学者と政治学者

による研究チームを組織した。東アジア中心だ

が、アフリカとラテンアメリカの研究者も入れ



 
 
 

るようにした。 

（３）研究参加者は、他の研究班（マクロ歴史

研究班とミクロ実証研究班）や総括班が組織す

る研究会に積極的に参加した。本研究班が対象

とするのは９０年代以降の時期であるが、新興

国の発展は、それ以前の国家形成と経済発展の

基礎の上にあると見るべきであるし、今日の先

進国が新興国だった時期の経験との比較も必

要である。他方、本研究班がめざすナショナ

ル・レベルでの政治過程と経済発展の相互作用

の分析は、家計や企業の活動という micro 

foundations によって補完することできると期待

された。 
 

４．研究成果 

（１）新興国が注目されるようになったのは、

その急速な経済成長によって先進国にキャッ

チアップし、世界経済において重要な役割を果

たすようになってきたことなので、キャッチア

ップのスピードと世界経済に占めるシェアと

いう２つの基準で計ることによって、２９カ国

を新興国として特定した。Ｇ２０のメンバーは

全てここに含まれる。それ以外に、まだ世界経

済におけるシェアは小さいが、キャッチアップ

のスピードがきわめて速い新興国予備軍が３

７カ国ある。現代の新興国と第二次世界大戦前

の新興国（今日の先進国）とを比較した場合、

今日の新興国は数が多いこと、ラテンアメリカ

を除いて経済成長率もずっと高いことがわか

った。 

（２）途上国から新興国へ至る成長には、資本

と労働という２大生産要素の所有者が自己の

リソースを長期的にコミットすることと、そう

した投入の効率的な生産過程への適用が重要

であるため、２１世紀はじめまでに新興国への

成長を遂げた国には、①長期的な安定と予測可

能性をもたらすことのできる国家の形成、②市

場プレーヤー間に長期的な「信用」を保証する

社会的ネットワーク、③資本と労働の効率的な

適用へのインセンティブを生む競争という３

つの共通点がある（図１参照）。 

①戦前の日本も含めて、安定的な国家の形成と

いう点で東アジアが際立っている。ほとんどは

権威主義体制であり、市場への介入の度合いは 

（図１）発展途上国から新興国への発展 
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国によって異なるが、略奪国家とならなかった

ところに特色がある。南アフリカの国家も、ア

フリカ人に対して略奪的であることによって、

白人人口には安定をもたらした。ラテンアメリ

カの国家は略奪的とまでは言えないが、きわめ

て不安定であった。 

②西欧列強の進出以前から、華僑や印僑による

遠距離貿易が発達した東アジア・南アジアでは、

他地域よりも強い社会的な信用のネットワー

クが形成された。さらに、東アジアのファミリ

ービジネスは、アジア経済危機を生き延び、地

場のリソースや市場知識を使って周辺国に投

資することでネットワークを広げつつある。地

域的な広がりの乏しいラテンアメリカとは対

照的である。他方、より近代的な業界団体や

SNS/SMS グループが、国家を補完する信用提供

のメカニズムとなった例もタイ、ケニアなどで

報告されている。 

③２９の新興国は、いずれもグローバル競争に

参加することで成長を遂げた。ラテンアメリカ

もインドも、輸入代替工業化時代には、経済停

滞を経験したが、自由化を進めることによって

新興国の仲間入りをすることができた。グロー

バル経済との統合方法には、（i）天然資源の輸

出、（ii）大きな国内市場の提供、（iii）製造業

の技術向上による持続的輸出があるが、（i）は

天然資源の国際価格次第で不安定であり、（ii）

の中でも同時に製造業の技術向上を熱心にお

こなわない国は、成長率が低い。製造業品の輸

出はグローバル生産ネットワークへの参加を

通して行われるので、常に効率向上の圧力に晒

され、それが長期にわたる経済成長をもたらす。 

（３）新興国が中所得レベルを越えて先進国に

成長するためには、①「中所得国の罠」と呼ば

  



 
 
 

れる成長率鈍化を技術革新能力の向上によっ

て克服する、②社会的格差の拡大に対処する社

会福祉制度を整備する、③経済的・社会的課題

に対処するために様々なプレーヤー間の政治

的な利害調整を進めることが必要である（図２

参照）。 

 

（図２） 新興国から先進国への発展 
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①新興国の中でも、既に高所得国になった韓国、

台湾、シンガポールは、製造業やサービス業に

おける技術革新能力を磨いた国である。他の新

興国も、「中所得国の罠」に陥らないために、

同様の道を辿ることが必要だと考え、中国やタ

イ、マレーシアのように国家計画を出している

国もあるが、天然資源が豊富な国では、天然資

源加工業に頼る傾向が強い。しかし天然資源加

工業を通じて高所得国になったのはチリなど、

ごく一部にすぎない。天然資源加工業には、ヴ

ァリューチェーンが機械産業ほど長くない、

ICT を組み込んだ製品を開発する余地が小さい、

同様の天然資源をもつ模倣国からの競争に直

面しやすいという問題がある。長期的に経済成

長を維持するには、機械産業や高度サービス業

の育成が必要だと考えられる。 

②前の時代の累積債務危機によって社会保障

制度が崩壊したラテンアメリカを含め、多くの

新興国で、1990 年代以降の成長にともなう社会

格差の拡大と経済危機時の困窮に対応するた

め、社会福祉制度を構築する必要に迫られてい

る。ラテンアメリカでは、年金の民営化や条件

付き現金給付プログラムを導入、アジアでは韓

国・台湾を筆頭に社会保障制度の導入と普遍化

へと進んだが、いずれも格差是正に十分なリソ

ースを動員できていない。 

③新興国が技術革新力をつけるには、技術教育

や R&D へ政府資源を回す、上流部門と下流部

門の投資・生産を調整する、工場で経営者・技

術者・労働者の協働を促進するなどが必要とな

る。社会福祉を充実させるにも、税・保険料負

担と便益の分配に関して、政府による利害調整

が不可欠である。ところが、現代の新興国には、

赤裸々な権威主義体制は少なく、民主主義体制

ないし半権威主義体制が多いため、強い抵抗や

要求に直面して、利害調整は困難をきたしてい

る。 

（４）地場企業の中には、技術革新能力向上と

いう不確実な道よりも、比較的容易な天然資源

や天然資源加工業に活路を見いだし、近隣の低

所得国から移民労働者を受け入れることで競

争力を維持しようとする者も多い。社会問題に

対処するための所得再分配的な政策に対する

既得権益層の抵抗も強い。それに対して、低所

得階層からの要求も高まり、それを利用するポ

ピュリスト型政治家も現れている。改革勢力と

して期待される中間層は、下層の動員を目の当

たりにして保守化の度合いを強めている。その

結果、経済的・社会的課題に政治が対処できな

いまま、多くの新興国で政治の不安定化や権威

主義化が進んでいる。 
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